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「財政学方法論」への一視点（上）
一経済学と国家によせて一
画
　　　　　　序
1．唯物史観と財政学
2．古典学派と国家把握の一側面（以上本号）
3．　「資本論」と国家の位置づけ（以下次号）
　（1）プラン「総括」の意義と課題
　②　いわゆる「外わく」としての国家
　（3）価値法則の貫徹と国家
・（4）土地所有’・環境整備と国家
4．　「帝国主義論」と国家把握の一視点
　む　す　び
序
品 忠 次
　財政学方法論，　とりわけ経済学ないしは財政学と国家の位置づけをめぐる
問題は，古くしてなお新しい，しかも現代的な意義を有する問題である。大恐
慌ならびに2つの世界大戦をへた二十世紀今日における現代資本主義が，イ
ンフレーション，新しいsN貧困化。としての都市問題，環境破壊（environ－
mental　disruption）などの問題に当面し，現代経済理論がもつ安易な抽象性，
形式論理主義などが，　こういつた現実の課題に対して障壁ときえなりつつあ
るとみられるからである。
　折しも1970年度の日本財政学会第27回大会（於早稲田大学）の共通テーマの
一つとして，　「公共経済学と財政学」と題する財政学方法論に関連する討議
がみられたのは，この問題に色々な示唆を与える意味で極めて興味があった。
ここで，そのことにくわしくふれることはできないが，報告における三氏の
論点について参考までに若干ふれてみると，まず宮本憲一氏が，科学におい
ては方法が対象を規定するのではなく対象が方法を規定するものであるこ
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と，現代資本主義におけるインフレ，新しい貧困化としての都市問題や公害
＝環境破壊や，計画と民主々義（とくに地方自治）の関係などについて，経
済学の再構成あるいは深化が必要であるとのべて財政学の新しい方法論が必
　　　　　　　　　　（1）要であると主張きれた。また近代経済学の観点からは能勢哲也氏が，市場メ
カニズムと区別した公共経済学（non－price・allocation　systemの分析），ない
しは公共財（public　goods）の理論領域の研究課題について論及きれ，さい
ごに林栄夫氏は，氏の言われるところの「社会的経済余剰の権力的配分」と
しての財政を予算の総過程においてとらえ，そこにおける財務行政などをめ
ぐって諸階級が財政意思の形成や行政的執行過程に対して及ぼす作用と，』こ
のメカニズムが諸階級に対してもたらす反作用を明らかにすること，を方法
　　　　　　　　　　　　（2）的課題ときれたのであ，つた。
　これらは，それぞれ，われわれに多くの示唆を与える。周知の通り現代資
本主義における国家響動の果たす役割は，単に量的にみてもGNP　（ないし
はGDP）の20％台から高い国では30～40％に達しており，単に量的比重の
拡大のみならずその質的＝政治的性格と役割も重要であるからこれをふくめ
ればきわめて大きくなっていることは明らかであろう。現代資本主義社会に
　　　　　　　　　　　　　　（3）おける　”X巨大なリヴァイアサンs。一ともよびうる国家とその貨幣的裏づけをな
す財政的諸関係の領域の拡大と深化の問題を，経済学との関連でどのように
位概づけるかは，今日，公害，都市問．題など現代資本主義に生起する諸矛盾
（1）　宮本憲一「財政学方法論」　（筑摩書房・経済学全集ユ8「財政論」別冊，同氏「現
　代資本主義と貧困闇題」（同全集20「現代資本主義論」）なども参考となる。
（2）私は，宮本憲一氏の提起された課題をふまえた上で，原則的には，林栄夫氏の展
　　開される方向での考え方に賛成である。ただ，林氏は，その著「財政論」（筑摩書
　　房1968年）において，社会的経済余剰の権力的配分という概念を財政現象の本質と
　　されている。バラン・スウィージーも「独占資本」（岩波書店，小原敬士訳）の中
　　でこういつた用語を用いているが，経済学的に必ずしも明確でなく，林教授が国家
　　規定への関心を示されることには十分賛同できるとしても，説明としては不十分な
　　気がする。なお三報告については日本財政学会ブレティンNo．6を参照せよ。
（3）高橋誠「日本財政のメカニズム」　（エコノミスト1970　・7・7～）。そこでは，
　　数量的動きの背後にある政治的意味を問うことが重要とされている。
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を前にして，なお二層追求されるべき方法的課題なのである。
　周知の通り，伝統的なマルクス主義財政論の展開においては，財政学は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）「財」と「政」の面を有する「財政」固有の領域＝「国家」の動きを扱うと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）共に「政治（財務行政）と経済との矛盾」ないしは両者の交流する接点の領
域を対象とする学問だといわれた。そこにはなお明確にさるべき問題ものこ
きれ’qrいるが，資本主義経済と国家との関係，つまり国家論の本質規定を正
確にとらえることが強調されていたことはいうまでもない。しかるに，今日，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）現代資本主義に生起する諸問題を前にして，いわゆる「新しい財政学」をふ
くむ様々な財政学が流布するに至っていることはこれまた周知のところであ
るが，それらの諸理論について批判的に摂取すべき側面も全くないわけでは
ない。しかし，ごく常識的な意味で，それらの大部分が国家の本質規定を欠
くことによって，基本的にはわれわれを充分納得させるに至ってはいないと
いうことであろう。
　いわゆる「近代経済学」の財政論においては，現代における財政政策を，
　　　　　　　　　　　　（7）いってみれば「機能的財政」として，経済政策の一環として位置づけようと
する考え方が基本になっているとみられることである。それは1930年代から
今日まで大きく言って二つの流れがあるようにみうけられるが，その（1）は，
ケインズ主義を中心とする補整的財政政策としてのフィスカル・ポリシー論
であり，それは，政策当局の自由裁量ないしは景気循環に対応する意識的な
政策（今日ではポリシー・ミックス論）が中心をなしている。一方，これに
　　　　／
　（4）　たとえば鈴木武雄「近代財政金融」（春秋社，1966年新訂版）第1章，参照。
　（5）　島恭彦「財政概論」　（有斐閣，1968年）。
　（6）　マスグレイブ「財政理論」（R．A．　Musgrave，　The　Theory　of　Public　Finance；
　　　AStudy　in　Public　Economy，1959）に代表される財政学。最近こういつt観点
　　　から有斐閣双書より「財政学」工．■．皿のテキストが発刊された。
　〈7）　たとえばA，P・Lerner．　The　Economics　of　Control，1944などのいうFun－
　　ctional　Financeの一環として公権力体における租税などを位置づけようとする考
　　　え方がそうである。鈴木武雄「財政における政治と経済一フィスカル・ポリシーに
　　　ついて一」　（井藤加印博士退喜記念論文集「財政学の基本問題」所収）なども参照
　　　のこと。
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1対し，いわゆる「自動安定装置」の理論　（ビルト・イン・スタビライザー）
が，古典的な金本位制のメカニズムにかわる新たな自動的メカニズムとして
　　　　　　　　　　　　　（s）想定きれるばあいもあげられる。いずれにしろその背後には，とくに1930年
代以降の金本位制を離脱したいわゆる管理通貨制（：不換制）　と経済にわける
公的部門；財政の比重の増大を前提としたA・H・ハンセンなどがのべる　「二
重経済」ないしは「混合経済」の理論が基礎をなしており，またこういつた
流れにつらなるものであろう。
　一方，いわゆる新古典派の流れの中には，前述した「自動安定装置」論と
も関連するが，市場機構つまり，民間の価格メカニズムの自動調整機構にこ
そ最大の信頼をおき，いわゆるミクロ分析の世界を追求していったといわれ
るP・A・サミュエルソン，そして，経済政策の主体としての財政政策の目
．的を資源の最適配分（効率性），所得再分配，安定的成長などに求めようと
するR．A．マスグレイブに代表される見解一今日，「新しい財政学」の主
流となりつつあるとみられる一があげられる。それらは，現代のいわゆる
インフレーション＝物価騰貴の主要な原因の一つをたとえば寡占体制による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）膚由な価格決定機構の喪失に求めようとする見解（完全競争性実現のために
こそ政府が介入すべきであるとする説）などとしてあらわれ，基本的には，
自由競争的メカニズムによる市場性→社会厚生函数を最大とする　「福祉国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）家」の実現という前提に立つものであるといわなければならない。
　ただここで，こういつた近代経済学に主流をなすとみられる考え方に対し，
：最近では，市場機構のもつ社会的・動学的不安定性，市場制度　（経済成長を
（8）　これはケインズなどの意識的な財政政策と異なり，一面古典派の再興ともいうべ
　　き経済に対する「中立的」ないし「均衡的」財政政策とも受けとられている点が注
　　意される。これについては林栄夫「ビルト・イン・スタビライザー」　（至誠堂，19
　　6Q年刊）によってくわしく紹介されている。
（9）　いわゆる「生産性格差インフレーション」論も，基本的にはこういつた流れに属
　　する議論ではないかと私は考えている。
（工O）近代経済学におけるいわゆる「福祉国家論」批判については，たとえば，小谷義
　　次「福祉国家論」前掲，筑摩書房，などをみよ。
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ともなう）が，現代社会で果たしている非人間的，非社会的役割について反
　　　　　　（11）省の声がきかれ，そこから新しい公共経済学の課題（経済体制論をふくむ）
を求めようとする見解が若干：みられるに至っていることには注目してわきた
（12）
い。しかし，こういつた本来「機能主義」的な財政論では，政策目的それ自身
と相互の組みたて方　（たとえば所得再分配と市場機構の効率性とが真に両立
できるのか）にも問題がのこされているが，仮にこれを認めたとしても政策
の選択過程をめぐる政治的証条件　（そこでは政策主体に反映する特定階級の
利益がたえず問題となる）を捨象することによって，基本的には，生産手段
の私的所有などを前提とした資本主義社会における国家の本質輝定ぬきの，
歴史的な規定性ぬきの財政論だといわぎるをえない。
　これに対しマルクス経済学における財政論においては，（1丁丁の通り，宇
野経済学における三段階論説に基づけば，財政学は，いわゆる「段階論」を
きそずけるものとして，資本主義の歴史的な各段階を画する「経済政策」な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）いしは「財政政策」のいわば固定的なタイプとして位置づけられている。（2球
た一方で，現代資本主義としての国家独占資本主義一生産力の新たな発展に
対応する一の諸矛盾は，マルクス「資本論」ないしレーニン「帝国主義論」
の次元では照準の与えられない，射程のとどかない「新たな段階を画する時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）代のそれ」であるとする傾向も見受けられる。⑧その他，ドイツを中心とし
　（ll）　たとえば，　J・シュンペーターの流れを汲むガルブレイス，　J．　K．　Ga正braith，
　　The　New　Industrial　State，1967都留重人監訳「新しい産業国家」（河出書房新
　　社，L970年）や，ボウルディングなどの考え方（たとえばK．　E．　Boulding，　Be－
　　yond　Economics，1968ほか）にそういった指向がみられる。
　（12）わが国でも，最近の高度成長の中で生じたインフレーション，公害などの問題を
　　前にして，これを，政治経済体制ないし，計画のあり方に求めようとする方向もあ
　　　らわれはじめた。たとえば，中央公論1970年8月号の宇沢弘文「環境破壊とインフ
　　　レーション」や村上論文。同誌工971年3月号の稲田，貝塚論文などはその一例。
　（13）宇野弘蔵「経済政策論」（弘文堂，1957年，同改訂版）ほか。そこでは，資本主
　　義発展の諸段階における各政策の歴史的な性格はあるていど明確にされたが，のち
　　　にみるような多くの問題をのこしている。
　（14）　K・ツィーシャンク漏今井の論争にはじまるいわゆる「組織された資本主義」の
　　考え方がほぼこれに該当する。なお最近では，井汲卓一「国家独占資本主義論」
　　　（現代の理論社，1971年）などに集約されている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）た伝統的財政学，財政社会学などの分野でも，前述のような現代的課題に十
分こたえるものとはなっていない。などの問題があげられ，これらの諸理論
でも財政学と国家との関連はかなり不明確なものとさえなりつつある。
　こういつた状況の中で，われわれは，今一度経済学・財政学と国家の問題
について再確認しておく必要を感ずる。今日，「国家論」は，一方で新たな形
　　　　　　　　　　　　　　（16）でのNK復権。もみせつつあるが，われわれは，ごく常識的な「国家論」とし
て，今日たとえば，政治学の分野で，すでに，かのH・Jラスキをはじめ，
R・ミリバンドなどが，マルクス主義国家論を継承してのべている次のよう
な命題については，少なくとも再確認しておかねばならないことであろう。
　すなわち，そこでは，「国家はそれ自体の存在の法則からして，諸階級の
あいだに処して中立的たり得ない。国家は国家なるが故に，どちらかの味方
になることを余儀なくされる。国家の政府は，その社会の生活を維持してい
る生産制度を経済的に支配する階級の執行委員会として，行動しなければな
　　　　　　（17）らないのである」という。ここには，いわゆるマルクス主義国家論の古典的
命題に近いものが表現されているわけである。
　歴史的な階級社会にあらわれる国家は，ブルジョア社会においてはいわゆ
る資本家の共同利害の代行機関としてあらわれざるをえないこと，そこで
（15）財政社会学の創始者R・ゴールドシャイトや，とりわけJ・シュンペーター，
　　J，Schumpeter，‘‘Die　K：rise　des　Steuerstaates，1918（木村元一訳「租税国家の
　　危機」1951年）などが財政をめぐる政治の問題についてふれており唯物史観への接
　近を示しているのが注目されるが，ここでも国家の本質論は必ずしも明確に示され
　　ているとはいえない。
（16）　いわゆる国家ミ共同幻想論ミは別にして，最近では市民社会と国家との関連にっ
　　いて，高島善哉「民族と階級」（現代評論社，1970年）や，平田清明氏などにおけ
　　る一連の見解がみられる。高鳥氏が，マルクスが市民社会における商品の論理から
　　貨幣の必然性を導き出したように市民社会における市民＝基本的人権の論理から一
　　般意志としての国家を導き出そうとしている点は，アイデアとしては興味深いが，
　　やはり国家の本質論との関連からすればなお不明確な点も多い。
（17）　H・J・ラスキ「国家」（石上良平訳，岩波書店），Ralph　Miliband，　The　State
　　in　Capitalist　Society，1969．田口富久治訳「現代資本主義国家論」　（未来社刊，
　1970年）序論ほか。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）は，議会制民主々義の形をとりつつ，国家の「経済的定在」ないし「経済的
　（19）
力能」　として登場する租税，公債，経費，国家企業その他の財政的諸手段を
ともなう財務行政が，対立する諸階級の利害をめぐって展開されざるをえな
いことが銘記きれていなければならない。したがって，諸階級の要求に対し
て「中立的」ないしは「調和的」な財政政策，経済政策は，基本的にはあ
　　（20）りえず，また前述した近代経済学においても，市場メカニズムの実現を最大
の政策目的とし，それへの国家介入によるいわゆる　「バランシングファクタ
ー」としての機能，ないしは，経済発展のための政府・中央銀行などによる
「調和的」な財政・金融政策を前提とする限り，それは，財政現象の相関関
係の一定の説明　　そこでは，国家の意識的な政策を数量化した数学的モデ
ルが往々無前提に用いられることが多い一にはなりえても，前述のような
ごく常識的な意味での国家規定を欠くことによって，窮極的にはわれわれの
いう科学的財政論とはなりえないごとである。
　では，一体それは，如何なる方法に依拠してゆくべきか。結論からいうな
らば，資本主義社会の内在的な運動法則とその諸矛盾を解明しようとする経
済学の方法によって明らかにされた土台の矛盾と，この矛盾を若干なりとも
緩和しようとする上部構造としての国家の経済的力能との間の作用と反作用
のメカニズム，そしてそれがもたらす矛盾の一層の累積過程を明らかにし，
土台における諸矛盾の解決ないし止揚が，結局は政治過程（諸階級の運動に
よる）によってしか行ないえないことを歴史的に明らかにすること（＝政治
　　　　　　　　　　　　　　　　（21）経済学の課題）ではないであろうか。
　（18）　租税は，経済的に表現された国家の定在である。……国家の経済的定在は，租税
　　である。　（マルクス「道徳的批判と批判的道徳」マルクス・エンゲルス全集4，原
　　文348頁，大月書店）
　（19）K．Marx，　Das　Kapital　I．　S．791（インスティテユート野晒。主として長谷部
　　訳による。以下KapitaL　I．　S．という風に略す）
　（20）　宇野経済学に立つ財政論では，自由主義段階の財政政策が，経済に対して「申立
　　　　　　　　　ゼロ　　　的」ないしは「零」の政策に近づくとされているが，当時の財政思想の一つの見方
　　　にはなりえても国家論の規定からみれば，基本的におかしいことになる。
　（21）池上惇「国家独占資本主義論」（有斐閣，1965年）第2章の考え方も基本的には
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　われわれは，すでに土台と上部構造の相互作用による歴史の発展につい
て，K。マルクスやとりわけF・エンゲルスの諸著作によって土台たる経済
過程の発展と上部構造たる国家権力のもたらす反作用とが，歴史的には，（1＞
反作用が経済的発展と同じ方向にすすむばあい，②繹済的発展にきからうば
あい，（3）まえの2つのどちらかに帰着するが，経済的発展が特定の方向にす
すむのをきえぎり，これにべつの方向を指定するばあい，の3つがありうる
　　　　　　　（22）ことを知っている。これは，いってみれば資本主義発展の歴史的段階におけ
る，資本の原始的蓄積期，産業資本段階，独占資本主義・国家独占資本主義
の時代など，生産の社会化と生産力のより高度な発展段階，国際的諸矛盾の
拡大深化などに応ずる，土台に対する上部構造の能動的反作用の基礎的な諸
類型を示すものであるといってよかろう。
　それは，いいかえれば，上部構造が，土台の発展に対し，それぞれ促進
的，ないし逆行的な諸作用，これら両者の複合的諸作用をもたらすことを示
すものであるが，それらの作用を通じて，土台の法則性はより貫徹してゆく
と共に，それによってさらに土台の矛盾は累積し，結局それを何らかの形で
止揚しようとする意識的な反作用が対抗的に生れざるをえないという可能性
＝必然性を明らかにすることでもなければならない。つまり，いってみれ
ば，こういつた土台と上部構造の間における作用・反作用（いわば対立物の
矛盾による発展の弁証法）の歴史傾向的，動態的な相互関係　　：不純なもの
をたえずのこしつつも窮極においては土台によって規定される一による経
済社会構成体の生きた個性的・経験的な発展の傾向的（あるいは蓋然的）法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）則性を解明することでなくてはならないことである。
　　こういつた考え方に立っていると解釈できる。
（22）　F・エンゲルス「エンゲルスからK・シュミットへ」　（1890年10月27日）　（岡崎
　次郎訳「資本論に関する手紙」，法政大出版，1967年374頁参照）なおマルクスに
　ついては，のちにのべる。
（23）　長幸男，住谷一彦編「近代日本経済思想史」工，　（有斐閣，1970年）序章にも経
　済思想史の方法へのこういった考え方が基本的にとられているが，そこにヴェーバ
　一的ないしは歴史における個的（類型的）役割の一層の強調がみられるようである。
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　そのことは，財政学の理論を全く放棄することでもなければ，経済学を特
定の「原理論」をもって終われりとすることでもありえない。また，財政学を
単に「経済政策論」をきそずける歴史的なタイプ論＝段階論の世界にのみ倭
少化してしまうことをも意味しない。それは，まさに，資本主義の歴史的生
成・発展・没落のダイナミックなとらえ方でありジ現象的にはコルム（G．
Co11n）もいうように政治学・社会学その他隣接諸科学を援用しつつ，一方，
資本主義社会の運動法則とその矛盾を暴露し，窮極にはこれを止揚しようと
する現実の政治的実践課題にもこたえうる理論（その意味で現状の矛盾の批
判と分析からたえず出発）として歴史的にたえず’KL再生産。きれてゆくもの
でなくてはならない。したがって，それは，国家独占資本主義といわれる今
日の資本主義とりわけ，全般的危機の第2段階といわれる第2次世界大戦後
の資本主義における，高度化された蓄積様式と国家の経済的力能の内外にわ
たっての土台に対する反作用の大きさ，そこにおける矛盾の累積の拡大をみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）れば，おのずからその課題と意義は明らかであろう。
　本稿ではこういった観点に立って，まず，前半で，唯物史観と財政学との
（24）以上のことをも少し具体的にみると，第二次大戦後の独占資本主義における国家
　　の土台への反作用の大きさ（とくに，第一毅階といわれた1920・30年代に比べた）
　　は二つの点においてみることができる。それは，第（1）に，国際的には戦後のIMF
　　体制におけるアメリカを中心としたドル帝国の確立（金1オンス＝35ドルの基礎の
　　上で各国通貨交換比率の決定権をアメリカが掌握），資本主義国の発展の不均等性
　　が極点に達し社会主義経済圏の拡大にともなうこれとの対抗関係の増大の中で，独
　　占資本の過剰資本処理としての私的資本輸出を補強し促進するものとしてのアメリ
　　カを主導とした国家援助＝国家資本輸出政策（その先導としての軍事・技術援助を
　　ふくむ），経済統合政策などによる諸国間の同盟関係，いわゆる「新植民地主義」
　　のもとでの後進国との矛盾の激化と経済協力への新しい対応的な動きなどの諸点を
　　指摘できる。
　　　第②に，国内的には，金本位制の廃止といわゆる管理通貨制度によりその「経済
　　的力能」を著しく強化した国家財政と中央銀行制度などを中心とした国家信用体系
　　にもとつく国家（独占）的企業の肥大化と財政投融資機構の拡大化，国家の市場経
　　済への介入の強化（米価，公共料金規制，軍需品調達，「社会資本〕整備，賃金統
　　制その他）などの諸点をあげることができる。とりわけ戦後日本資本主義について
　　みれば，1955年以降の高度化した独占資本主義の蓄積形態における税制，社会資本
　　投資など国家の役割の強化＝寄生性の強化は明らかであろう。
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関連について再検討を加え，経済学における古典派の財政論と国家範疇の位
置づけ，これを批判的に摂取したマルクスの経済学プランにおける「ブルジ
ョア社会の国家形態への総括」の意味，そして，マルクスがその主著「資本
論」（1967年第1巻刊行）において，19世紀70年代頃までの主としてイギリスを
中心として描いた自由競争的な資本主義の運動法則と国家規定との関連につ
いて，前述のような現代資本主義の問題をふまえつついま1度その「原型」
にたちかえり，従来からマルクス主義財政論の方法について行なわれた経済
学・財政学と国家の位置づけをめぐる論争点についても若干の私なりの整理
と検討を加えておきたい。
　なお，現代資本主義と国家の問題をみるばあい，単に資本論次元にとどま
らず，ヒルファーディング（「金融資本論」1910年刊）やとくにレーニン
「帝国主義論」　（1917年刊）の延長線上の問題が国実独占資本主義論などの
　　　　　　　　　　　　C25）論争点にあげられているので，後半でとくに「不均等性」や「寄生性」の概
念と国家規定との関連についても若干検討を加えておきたい。
　なお本稿を通じて私の言いたいことをくり返し要約するならば，資本主義
社会に固有な経済法則としての価値（剰余価値）法則，拡大再生産と資本蓄
積をめぐる傾向法則，自由競争段階からとりわけ帝国主義段階において顕在
化する内外にわたる不均等発展の法則性の貫徹と，こういつた諸法則の貫徹
によってひきおこされる土台の矛盾が必然的にもたらす資本主義的な国家
（歴史的な民族・階級国家は，ここでは，租税を経済的定在とするブルジョ
ア国家として措定きれている）の能動的反作用（＝経済政策の必然性）が，
総体的には土台における経済法則の貫徹を促進ないしは助長せざるをえない
限界性（土台における矛盾の累積過程）のメカニズムとその諸規準を解明す
ることによって，財政学が，窮極的には，歴史における生産諸力の新しいに
ない手による意識的，組織的な反作用によってのみ，矛盾を部分的ないしは
（25）現代資本主義の腐朽性をめぐる論議。たとえば，大内力　「国家独占資本主義」
　　（東大出版会，1970年）第五章。
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総体的に止揚しうる可能性や必然性（より具体的にいえば，こういつた視点
に立って，国，：地方自治体の財政政策のもつ限界性を明らかにし，財政民主
々義の新たな条件とこれにもとつく計画の課題を展望すること）の根拠を示
す有力な応用科学となりうべきことを明らかにしてゆきたい。
　序論がながくなったが，本稿は，現代資本主義と財政の諸問題をふまえ，
そういったパースペクティブのもとでの，私の「財政学方法論」への1視点
ないしは一つの覚え書きといってよいものである。
ユ．唯物史観と財政学
　以上のような観点から財政学方法論を展開しようとするばあい，’われわれ
は，まず，唯物史観と財政学・財政史などの方法について，いま一度若干検
討しておく必要があろう。ところで，いわゆる史的唯物論の基本命題とされ
ているものは，周知の通り，
　（i）人間は，その生活の社会的生産において，かれらの物質的生産諸力の
一定の発展段階に対応する生産諸関係をとりむすぶ。この生産諸関係の総体
は，社会の経済的機構を形づくっており，これが現実の土台となって，その
うえに法律・政治その他門制度ならびにその社会的意識諸形態としての上部．
構造がそびえたち，上部構造は，この現実の土台一下部構造に対応し，これ
によって基本的には制約されている。
　②　社会の物質的生産諸力は，その発展のある特定の段階で，従来それが
その内部で運動してきた現存の生産諸関係，またはその法的表現にすぎない
所有諸関係と矛盾するようになり，生産諸関係が生産呪力の発展に対しその．
姪楷に転化し，そこから，みずからを否定し，揚棄するような客観的・主体
的条件を生み出す，つまり社会革命の時代がはじまる。という2命題につき
　　　　　　　　　　（1）るといってよいであろう。
（1）　この点は，マルクス「経済学投判」序文（1855）中に与えられている命題が基本
　的には該当しよう。ただここにはつぎにみるような若干の問題がのこされている。
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しかも，このばあい，留意すべき点は，第（1）に，土台の上部構造への作用
と規定性は，
決してなく，
すでに序論でも若＝Fのべたが一刻に下部構造一元的・模写的では
（経済的唯物論），究極的には下部構造に規定きれつつも，上部
構造の相対的に独自な働きによる下部構造への能動的反作用を前提とした，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）両者の相互作用，相互規定性によって歴史展開が立体的に行なわれること，
したがって，第（2）のいわゆる社会構成体の交代の命題は，土台における生産
（2）　この点，マルクス「批判序文の解釈が問題となるが，ここでマルクスは，土台と
　　区別し，土台の矛盾（生産諸力と生産諸関係の衝突）に対応する国家形態ないしは
　　イデオロギー諸寸感についてはのべているが，この段階では上部構造の土台への能
　　動的反作用についてはあまりふれていず，マルクスの真意は，エンゲルスによって
　　定式化され，具体化されたとみるべきかも知れない。周知の通り，エンゲルスは，
　　前述のK・シュミット宛の手紙（1890年10月2フ日）において次のようにのべる。
　　「……それは二つの不等な力の相互作用です。すなわち，一方における経済的な運
　　動と，他方における能う限りの独立を追求する。そしてひとたび起されたがゆえに
　　一の自己運動を与えられている新たな政治的な力との，相互作用です。経済的な運
　　動は，全体としては自己を貫徹するが，しかしまた，それ自身によって起され相対
　　的独立性を与えられた政治的な運動からの反作用をも受けざるを得ない。」　（岡崎，
　　前掲訳，373頁）と。また，ボルギウス宛の手紙（1894年1月25日，全集39巻によ
　　る）では，「政治的，法律的，……芸術的，等々の発展は，経済的発展に立脚して
　　います。しかしまたそれらはすべて相互に反作用し合い，また経済的基礎に反作用
　　します。経済的状態が原因で，ただひとり能動的で，他のものはすべて単に受動的
　　な結果だというのではありません。そうではなく，窮極的においては常に自己を貫
　　徹する経済的必然性の基礎の上で行なわれる相互作用です。国家は，保護関税や自
　　由貿易や，良好または劣悪な財政状態を通じて働きかけます」　（同422頁），とし，
　　「歴史におけるすべての他の偶然事，外観上の偶然事についても同じことです。…
　　・その曲線はますますジグザグ状になります。しかし，曲線の平均軸線を描いてみ
　　るならば，そこでは，考察される二二が長ければ長いほど，そしてかように取扱わ
　　れる領域が大きければ大きいほど，この軸線が経済的発展の軸線にますます近似的
　　に平行して進むことが，見出されるでしょう。正しい理解に対する最大の障害は，
　　ドイツでは，文献における，経済史の無責任な軽視です」　（同424頁」とのべてい
　　ることからも明らかである。ところで宇野弘蔵氏にも一面こういったエンゲルスの
　　考え方に近いとみられる叙述がある。すなわち「…この下部構造の自立的運動は，
　　多かれ少かれ上部構造との間に交互作用的に影響し合いながら，上部構造を規制す
　　ることになる。……上部構造は，資本主義の発展に対して，或いはこれを促進する
　　ものとして，あるいはこれを阻害するものとして作用しつつ，それ自身は下部構造
　　の発展によって制約されるのである」　（同氏「経済方法論」51頁）と。なおこの点
　　については，宇佐美誠次郎「r土台・上部構造』の理論について」（一橋大「経済
　　研究」第13巻第3号，［・1962年）があり，久留間鮫造編「マルクス経済学レキシコ
　　ン」（197！年，大月　’71｝i：店）4，唯物史観工，p．269以下に基本的に集約されている。
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力の一一定の発展水準とそこにおける生産諸関係　（その法的表現としての所有
諸関係）との矛盾を客観的な条件としつつも，各国の階級的な諸関係，国際
的な諸状況，労働者階級の主体的要因など上部構造の相対的に独自な作用を
同時に含むものであって，決して，各国で画一的な形態をとるものではあり
えない一その中には段階のとび越しということさえある一ことが銘記さ
　　　　　　　　　　　（3）；れていなければならない。
　したがって，われわれの指向する資本制社会における「政治経済学」の1
分科としての財政学も，前述した唯物史観との関連でいえば，究極的には，
まず土台の矛盾，つまり具体的には前述の第2の命題に関連する資本主義三
会における生産諸力と生産諸関係（その法的表現としての所有諸関係）の矛
盾を明確におきえた上で，そこに果たす上部構造の，財政的諸関係＝国家の
経済的力能を用いた能動的反作用の諸形態，いいかえれば，国家の階級支配
における作用と反作用をめぐる傾向的法則性を，資本主義の生成・発展・没
落などにおける各国の歴史過程ならびに現実の諸過程で検証し，その法則性
を再び各国の状況に応じた現実の政策的実践課題に適用していくところにそ
の方法的課題を見出すというべきであろう。
　ところでこういつた史的唯物論の基本的な命題とみられるものと，　「資本
論」との関連はどのようになるのか。レーニンはかつて，「経済的社会構成体
の全面的研究の模範をマルクスは『資本論』で与えた」，とのべ，資本論は，
単に生産関係の研究にとどまることなく，　「この生産関係に照応する上部構
造を，つねに，そしていたるところで追求し，この骨組みを肉と血でつつん
（4）
だ」とのべていることは周知の事実である。こういつた見解は，たとえば，
（3）　前述の経済学批判，序文中には，また「一つの社会構成…より高度な生産諸関係
　　は，その物質的な存在諸条件が古い社会の胎内で艀化しおわるまでは，古いものに
　　とってかわることはけっしてない」とのべている。この点が言葉通りに解釈すれば
　　なお問題としてのこされるが，マルクスの凝縮された真意を単にこの箇所のみで固
　　定的にとらえるのは適当ではあるまい。
（4）　レーニン「r人民の友』とは何か」（レーテン全集第一巻，134頁，大月書店）
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近年におけるソ連邦科学院哲学研究所の編集による　「哲学教程」においても
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）「マルクスは，資本主義的社会構成体を生きた構成体として……示した」　と
ものべており，また，この点はマルクス自身，「資本論」第2版への後書き
において，つぎのような「資本論」への批評をとりあげ，これを高く評価し
ている事実からも明らかであろう。すなわち，そこでは，　「資本論」が，
「…ある与えられた社会的有機体の発生・生存・発展・死滅，および，より
高等な他の有機体による元の有機体の交替を規制するところの，特殊的な諸
法則を解明することにある。……こうした価値をマルクスの著書は実際にも
　　　　　　　　（6）っているのである」　とさえのべているからである。
　こういつた史的唯物論の命題をふまえた上での資本論への通説的な解釈
と，マルクスが「資本論」第1版への序言でのべている　「近代社会の経済的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）運動法則を暴露することが本書の最後の窮極目的である」という有名な一句
にみられるマルクスの資本論執筆当時の資木主義社会の運動法則解明の意図
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（s）とは如何なる関連にあるのか，その点がまず問われなければならない。
（5）　ソ連邦科学院哲学研究所著，森宏一，寺沢恒信訳「哲学教程」第三分冊，史的唯
　　物論1，574頁（合同出版，1959年）による。なおそこには，「一すなわち，その
　　日常生活の諸側面，資本主義的野活関係に固有の諸階級の敵対の社会的現われ，資
　　本家階級の支配を保護するブルジョア的な政治的上部構造，ブルルヨ．ア的観念，ブ
　　ルジョア的二階関係，等々をともなった構成体として一一しめした」とのべてい
　　る。
（6）Kapital，　L　S．17．「ヴェストニク・エヴロ・一一プィ」誌1872年5月号にけいさい
　　された批評による。そこではまた「マルク．スにとって重要なのは，……諸現象が一
　　つの完成形態を有する・かつ与えられた期間内に観察されるような関連にある・かぎ
　　りにおいて，それらの現象を支配している法則だけではない。彼にとってなお何よ
　　りもまず重要なのは，諸現象の変動の・諸現象の発展の・法則，すなわち，一つの
　　形態から他の形態への・関連の一つの秩序から他の秩序への・移行の法則である。
　　・・」とものべている。　（S．15－16）
（7）　Kapital，　1．　S．　7
（8）大内力・柴垣和夫氏は，「資本論講座」7（1964年，青木書店）において，以上
　　のような資本論第一版への序言と第二版へのあとがきのくいちがいについてふれ，
　　マルクス自身においてさえかならずしも首尾一貫していなかったとしているが，そ
　　れだけから，何故資本論を宇野教授のような「原理論」とし，SS不純なものミー切
　　を捨象して「段階論」に追いやってしまう積極的理由があったのかの点について
　　は，示されていない。（同書309－327頁）。
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しかるに，いま，経済学の三段階論でしられる宇野弘蔵氏の経済学にあっ
ては，同氏のいわれる資本論におけるこういつた2重性格の混在，つまり，
いってみれば，歴史的展開と論理的展開は全く異質な側面として両者の分離
（’O者→段階露ならびに現状分析論，後者→原理論）が主張され，同氏が
「自由主義段階」のイギリス資本主義を近似的なものとして描く　「純粋資本
主義社会」の想定（自然科学の実験室に類似した状態での）　きれた局面での
み経済学の理論化が可能だとされるのである。しかも，先にのべた史的唯物
論の基本命題は，同氏が「永遠にくり返すもの」として想定する資本主義社
会の唯一のsNL純粋理論。ともいうべき「原理論」によってのみ論証可能だと
されている　（その逆ではない）のであるが，果たして，同氏の想定される
「原理論」　（そこでは労働力商品化のみが唯一の基本矛盾ときれ恐慌の原因
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）とされる）の方法のみで論証可能なのか疑問なしとしない。
（9）佐藤金三郎氏は，その著「『資本論」と宇野経済学」（新評論，1968年）におい
　　て，「宇野の『原理論』における唯物史観の論証は，『原理論』が純粋な資本主義
　　社会を対象とするかぎり，社会の構造規定についても，また社会の発展規定につい
　　ても，いずれも一面では可能であると同時に，他面では結局不可能なものとしてあ
　　らわれるのである」とのべる。これに対して，柴垣和夫氏は，　「唯物史観と段階
　　論」（鈴木鴻一郎編「マルクス経済学の研究」下，東大出版会，1970年所収）なる
　　論文において，原理論が，上部構造から完全に区別された土台＝経済過程の自立的
　　な運動法則として純粋にとらえられたが故に，上部構造の上部構造たるゆえんが明
　　確にされたとして，佐藤氏が論証不可能だとした点を批判している。しかし「原理
　　論」を，労働力商品の矛盾→恐慌という風に単純化し，「永遠にくり返す」法則性
　　としてのみ把握し，下部構造の諸矛盾をこれ以外には副次的なものとしてもみとめ
　ず，しかも上部構造との相互作用の関係を無視してどうして，移行の必然性が論証
　　できたのであろうか。これを見田石介氏の言葉をかりていえば…「法則を均衡関係
　　においてだけみて，それを永久にくり返すものとしてしかみないそのブルジョア的
　法則観」つまり「事物の内部矛盾による自己運動を，要するに弁証法を認めない」
　　「資本主義の，肯定的な理解のうちに同時にその否定の理解をふくめることがなさ
　れない」　（見田石介「宇野理論とマルクス主義経済学」45～6頁）ということにも
　なろう。そこには，恐慌→資本主義の崩壊→社会主義への移行という産業資本段階
　の資本主義を想定gた一元的な図式が想定されているからではあるまいか。したが
　　ってこのことから，同氏の「段階論」　（宇野氏自身もそれは弁証法的展開ではない
　　としている。同氏「弁証法的矛盾について」思想19フ1年3月号参照）によってみて
　も，結局唯物史観の論証は不可能とされてくることはいうまでもない。
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　しかも，宇野氏における経済学の理論化は，資本論　（マルクスによれば
「ひとつの芸術的全体」！）から国家・外国貿易その他同氏のいわゆる不純
なものを捨象し，これを同氏の独自の方法（形態規定の発展→実体把握）に
よって抽象化し理論化した「原理論」のみで可能となるのであるから，歴史
科学の叙述においていわれる歴史四一土台の矛盾に対応する意識（イデオロ
ギー）形態一思想性をふくむ一と史料との統一的関係における叙述，いいか
えれば経済学の理論とその歴史的な展開との有機的ないしは，綜合的な展開
は，すでにみた通り，客観的な「科学」　という名称のもとで永遠に不可能と
　（10）
されてゆくおそれなしとしない。
　同氏にあっては，経済学の1分科としての「財政学は，政治学と同様にそ
　　　　　　　　　　　　　（1ユ）れ自身の原理を有していない」ものとされる。それは，くり返していえば同
氏のいわゆる「資本主義の発展の段階を規定する，商人資本，産業資本，金
融資本の典型的な形態と，それに応ずる重商主義，自由主義，帝国主義の，
一般的な政策基準・を，　（資本主義的発展を指導する国において），（その世
　　　　　　　　　　　　　（12）界史的典型として）解明する」「段階論」　としてのみ位置づけられることで
ある。しかも同氏にあっては，「他の政策諸科学たとえば金融論が，一応利
子論として同氏のいわゆる『原理論』の体系の内に基本的規定を与えられて
いるのに反して，財政学は「原理論」に対するそういう関係ももっていな
（lO）宇野経済学に対する批判については，今日，様々なかたちで行なわれているが，
　　とりわけその中で，秋谷重男氏が，宇野氏の，上部構造の反作用からも，　「不純」
　　な要素からも切りはなされた自律的な運動体としての「純粋な資本主義社会」の想
　　定の仕方には，宇野氏のいわば実践活動への禁欲的モラリズムがあるとし，「資本
　　論」の読み方とその抽象性（カテゴリー化）の仕方そのものをとり上げているのは
　　興味深い。ついでにいえば，同氏が，「経済学という個別科学を抽象する方法の困
　　餌取」を指摘し，これを「いかなる：方向・方法に抽象するかということは，実は，
　　世界像・世界観とつながっているし，唯物史観という全体性をテーマとする科学の
　　うちに，経済学をどう位置づけるかに，かかっている」としていることには，その
　　限りでは同感である。　（秋谷重男「経済学における思想と科学」盛田書店，1970
　　年）。
（工k）宇野弘蔵「経済原論」（岩波全書，1964年）工3頁。
（12）　同上頁。
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（13）
い」とされ，財政学における原理はもちろん，法則性の解明もすべて放棄さ
れることになる。　したがって，この主張をつきつめていけば，「原理論」に
おいてはもちろん「段階論」，さらにいえば「現状分析論」においてさえも，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）それが「科学として成立する以上，イデオロギー性は永遠に排除される」と
する見解も一方で生れてくる必然性があるというべきではなかろうか。
　われわれは，宇野教授の経済学とくに財政学の方法をめぐる問題点につい
てこれ以上ふれることができないが，そこに財政学（財政史）の方法として
提示された「段階論！によって，資本主義の各発展の時期における支配的な
資本による政策の諸類型（財政思想の一つの見方というべきか）とその歴史
的限界性をある程度まで明らかにした限りにおいてそれ自身一定の意義を有
したとしても，われわれの指向する財政学方法論への視角からすれば，やは
りそこに，（1）唯物史観にいわゆる土台の生産力発展と生産関係（所有関係）
　　　　　　　　　　　　　　C15）の矛盾が明確に示されていない（→原理論），②土台の経済的運動法則と上部
構造における政治的運動一階級規定を媒介とした一との相互．作用，つまりそ
（13）同上頁，なお，宇野教授の考え方は，前掲書にもっとも要領よくまとめられてい
　　る。
（14）　たとえば降旗節雄「科学とイデオロギー」（青木書店，1968年）。こういつた考え
　　方については，同じ宇野理論に立つ鎌倉孝夫氏からさえ鋭い批判を受けている（た
　　とえば，同氏「科学的認識と実践の意味」日本読書新聞46年2月22日号）。・
（15）宇野教授の経済学，財政学の方法について，今一度まとめて若干の疑問を呈して
　　おけば，第（1）に，教授は経済学の法則をきわめて厳密ないし狭く解釈し，商品の流
　　通形態から出発する共同体認識を中心に，独自の方法で展開される商品→貨幣→資
　　本への形態規定の発展による実体＝生産過程の把握，つまり労働力の商品化による
　　資本関係の成立（実体と形態の統一による物神性の完成）によってのみ論証できる
　　ところの「価値法則」のみを経済学における唯一の科学的法則だと主張されている
　　ことは周知の通り。そのばあい，「純粋」資本主義社会として想定された「原理論」
　　の抽象過程においては，それ自身「労働」によっては無限に生産されえない「労働
　　力商品」の矛盾のみが，唯一の基本矛盾としてとらえられ（→恐慌の必然性），土
　　地をふくむ生産手段などの私的所有がもたらす制限的性格などの矛盾は，副次的矛
　　盾としてもとらえられていない。あえていうならば，生産関係，つまり三大階級の
　　生産手段の所有関係をめぐる社会的人間関係＝階級関係の矛盾が明確にとらえられ
　　ていない。したがってのちに検討するように，たとえば，現代資本主義に顕著な土
　　地の制約条件による土地所有者への藤色対地代ミ帰属と「土地商品化」の矛盾の意
　　味も基本的にはとらえられないことになるのではないか。
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こにおける国家の財務行政をめぐって展開きれる諸階級間の作用と反作用の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）メカニズムが動態的にとらえようとされていない　（→段階論），　ことからし
て，マルクス主義財政論に基本的な国家規定を希薄化してゆく側面があるこ
とを否定できないのではなかろうか。
そのことは，あらためてわれわれを「資本論」段階における国家規定の検
討へとたちもどらざるをえないが，その前にわれわれは，まず，経済学の古
典派における国家の把握についていま一度私なりに若干検討しておこう。
Q6）ee（2）に，「段階論」にいわゆる不純化ないし，逆転の論理（原理論のような論理
　　ではないとみるべきか？）が，何故前述した基本矛盾から説かれないで，特定産業
　　部門における固定資本の巨大化，ないしは，先進国に対する後進国（ドイツ）の対
　　抗関係などからしか説かれえないかも明らかでないが，いま，「段階論」と財政学
　　との関連でいえば，同教授は，「rブルジョア社会の国家形態での総括』で考察さ
　　れるものとしてあげられている「不生産的階級』その他『租税』，　『国債』等々
　　は，経済学の原理論で解明しえられるものではない。例えばr租税』が価値法則
　　のような経済法則によって課せられるものでないことは何人にも明らかなことであ
　　る」　（『経済学方法論』43頁）とのべられることになる。もしそうだとすると「租
　　税」を根拠とする国家の経済的下龍が，価値法則，さらには階級間の経済的利害に
　　如何なる作用をもたらすかの解明はどこで行なわれることになるのであろうか。氏
　　にあっては，財政学におけるそれ自身固有の原理ないしは法則性は，基本的に問題
　　とされず，同氏の段階論を検証するものとしてのみ位置づけられるものとなるが，
　　そのばあい，いわゆる国家論の本質と段階論とはどのような関係に立つのか。たと
　　えば，財政学でいわれる租税原則，その転嫁と帰着の法則，経費をめぐる諸法則
　　（経費膨張，転位効果その他），中央集権化法則などが資本主義の各毅階や今日の
　　資本主義社会でもっている政治的，階級的意味，それが経済の運動法則に対しても
　　たらす作用，そこにおける矛盾の解明と，実践的課題への基礎づけは，結局どこで
　　行なわれることになるべきか。この点に関連して，ついでに第（3）の疑問をのべてお
　　けば，宇野氏は，「現状分析論」が経済学の究極の課題だとのべている。しかし「段
　　階論」以上に「現状分析」の方法は不明確で，各人各様にまかされているので，こ
　　れは全く論証の対象となりえない（柴垣氏は，前掲論文において，「主体的な実践
　　によって検証されうる」，前掲書工8頁，としているのは氏の独自の解釈であろう）
　　ものとすれば，「現状分析論」も，宇野氏の解釈を厳密に適用すれば，結局科学と
　　しての客観的認識性をもちえないという自己憧着におち入るのではなかろうか。結
　　局唯物史観を科学的に基礎づけるものは宇野氏によれば，「原理論」以外にはない
　　ということになるが，それが，いわゆる自由主義段階の資本主義にもっとも近似し
　　た純粋モデルとされ，国家などの想定ないしは表象が全くされない唯一の理論とさ
　　れている限りやはり問題がのこる。現代において必要なのは，分化した科学を如何
　　にして綜合するかであり，現実の政治的課題にこたえうる経済学の理論を如何にし
　　て再生産し，これを新しく構築してゆくかでなくてはならない。
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2．古典学派と国家把握の一側面
　財政学方法論をめぐってかつて行なわれた島・宇佐美教授と武田教授の政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）治経済学（Political　Eeonomy）の1分科としての財政学の方法をめぐる論争
の焦点の一つは，イギリス古典学派の評価から出1発していたことは周知のと
ころである。ここで，この論争をむし返すつもりは毛頭ないが，古典学派と
．りわけA・スミスからD・リカード，そしてJ・S・ミルに至る財政思想と
くに国家観（経費論を中心として）の検討は，マルクスにおいて如何に批判
的に摂取きれたかを知る意味で，今日も重要な研究上の意義を有しているこ
とはいうまでもない。また，古典学派といってもスミスまでとスミス以後の
経済学ではかなり異なっており，また各人によってもかなりニューアンスを
異にしている点も注意されよう。たとえば，D・リカードの経済学が，その
著書「経済学および課税の原理」　（D．Ricardo，　On　the　Principles　of　Politi－
cal　Economy　and　Taxation，1817）の題名が示す通り経済学ととくに租税論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）を中心に展開していることはそれを示している。そこでここでは，A・スミ
ス（1723－1790），　とJ。S・ミル（1806～1873）　を例にとりその国家範疇
　　　　　　　　　　　　　（3）について若干検討してみよう。
（1）　これについては，島恭彦「社会科学としての財政学一財政学教科書の批判を中心
　　として一」　（r経済論叢』第65巻第1号）圏，宇佐美誠次郎「財政学の『独自性』に
　　ついて」　（「経済志林」第17巻1・2合併号または同氏「財政学」上（法政大学出
　　版局，1962年）付録），武田隆夫「マルクス主義経済学と財政学一財政学の学問的
　　性格に関する宇佐美・島教授の所論に対する若干の疑問一」　（有沢・宇野・向坂編
　　「マルクス経済学の研究一大内兵衛先生還暦記念論集一』所収（岩波，1953年），
　　同氏「財政学のr基準』またはr尺度』について」　（「財政学の基本問題」井藤半
　　弥博士退官記念論文集所収）などを参照。なおこの論争に関連する論評も多数ある
　　が，ここでは省略したい。
（2）　たとえば，C・F・バステーブルが，（C．　E　Bastable，　Public　Financei　l8g2）
　　スミス以後の経済学が財政論を租税論という狭義の世界に閉じこめ倭順化したとす
　　るのは，とくにD・リカードとそれにつづく人々をいっているのであろう。しか
　　し，J・S・ミルになると若干事情は異なってくる。
（3）　リカードにつづく古典学派として，J・ミル（1フ33～1836），J・マカロック
　　（1フ89～1864），など多数いるが，ここでは，いわゆる自由：主義の思想家としてあ
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　古典学派が，経済学とくにその財政論の展開において，経済の自然的秩序
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レツセロフェ　ルにもとずく自由競争原理によっていわゆる「自由放任」，したがって国家の
干渉を「必要悪」　とみなす「安価な政府論」を展開したとするのは通説的な
解釈ではあるが，それは，同時に，重商主義時代（後期，固有の意味での）
に対応する原蓄国家つまり歴史的なブルジョア国家の成立　（市民社会の形
成，租税国家の成立）を前提するものであったことが銘記されていなければ
ならない。要約的に言えば，そこでは，諸戦争など重商主義的な諸政策にも
とつく国家経費を「不生産的」なものとしてきびしく批判するという正しい
方法がとられながら，ブルジョア国家の最少限必要な性格謹本質規定が，そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）こに古典派的な限界を有しつつも示されていたことであった。
　A・スミスの経済学体系においては，経済と政治，国家，社会が離れがた
　　　　　　　　　（5）く結びついていたが，（1歴史的な市民社会における国家（政府）は，まず，私
有財産を保護するものとしてあらわれる。スミスは，「グラスゴー大学講義」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）において，　「財産の：不平等…が最初に正規の政府を発生させた」とのべ，
「国富論」第5篇第1章第2節では「政府の目的は，富を確保し，富者を貧
　　　　　　　　　　　　（7）者から保護することにある」とのべる。これは，キャナンも指摘している通
　　　　　　　　　　　　　（8）リロックの思想でもあったが，ブルジョア社会におけるいわゆる外わくとし
　　まりとり上げられていない古典派後期J・S・ミルについてその経費論を中心に若
　　干検討を加えておきたい。
（4）　なおイギリス古典学派の国家範疇，その自由主義財政思想そのものの限界性（フ
　　ランスとの関連などをふくむ）については，山椅戸出の研究がくわしい。山崎怜
　　「『安価な政府』の基本構成」（香川大学経済論叢41巻2号，1968年），同上「ス
　　ミスにおける経済学体系と国家範疇」　（呑助大学経済学部研究年報8，1968年），
　　同上「r安価な政府』をめぐる諸解釈について」（同上「経済論叢38巻6号）その
　　他があり，財政思想史的研究としては興味深い。
（5）高島善哉「スミス「国富論』」（春秋社，1970年），320頁。
（6）高島・水田訳「アダム・スミスグラスゴウ大学講義」（日本評論社，昭和22年）
　　107頁。
（7）　スミス「国富論」　（下），水田洋訳（河出書房，1965年）169頁，大内兵衛，松川
　　七郎訳「諸国民の富」11（岩波書店，1969年）1040頁。訳は主として水田訳による
　　が，必ずしもこれにこだわらない。
（8）Locke，　Civil　Government，§94「政府の目的は財産の保全以外にはない」前掲
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ての国家が，まず，私有財産を国内では貧者から，対外的には外敵から保護
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）することを任務としていたとするのが，その思想の立脚点をなしていた。
　そのことは，周知の通り「国富論」第5篇第1章第1節で，スミスが国家
の経費とその調達方法を論じており，国家の第（エ）の義務を「その社会を他の
独立の諸社会による暴力と侵略から保護するという義務は，軍事力という手
　　　　　　　　　　　　（10）段によってのみ達成されうる」とし，国家の軍事力，軍事費が，分業による
社会の生産力の発展に対応している点を考察していることからも分る。
　しかもそのことは，第②にスミスがいう市民社会の秩序維持とし．ての司法
費が，「社会の各成員が，その社会の他の成員から侵害や抑圧を受けないよ
　　　　　　　　　　　　（II）うに，できる限り保護する」という義務を遂行するために最少限必要とされ
たことからも明らかであり，この点は，彼の「道徳情操論」　（1759年）でも
　　　　　　　　　　（12）指摘されている点である。
　第⑧に商業のための公共施設の費用，第（4）に主権者の威厳をたもっための
諸費用を最少限必要な国家の義務としているが，ここでスミスは，これら諸
費用のうち，社会全体から徴収すべき一租税として一みなされるものは，社
会全体の一般利益にかれが役立つとみなす社会の防衛費と主権者の威厳をた
もつ費用であり，他は，原則として（司法・裁判費さえも）直接利益を受け
る者からの徴収ないしは民間の管理による一自然的自由の秩序にまかす一方
がのぞましいとのべているようである。しかし，注意深く読んでみると，い
わゆる社会的ストック（資産）としての商業のための公共施設などは，資本
蓄積や市民社会形成の一般的条件としてこれを不可欠な（シビルミニマム？）
ものとし，政府が管理してゆくのがのぞましいことも一方で強調しているこ
　注による。
（9）　高島，前掲，322頁。
（IO）　スミス「国富論」　（下）水田訳149頁。
（ll）　同上　164頁。
（12）　この点大矢圭一「イギリス財政思想史」（ミネルヴァ書房，1968年），第2章3，
　などを参照。
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　　　　　　　（13）とが注目される。
　そこで，これをとくに公共事業について，さらにたち入ってみると，スミ
スは，社会の商業一般を助成するために必要な公共事業として，良好な道路，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）橋，航行可能な運河，港などと郵便，造弊事業をあげている。スミスは，資
：本の蓄積ないしは生産力の増大（経済成長）にともないこれらの費用も増大
することを指摘しているが，その事業費の調達は，一般的には通行税，入港
税，造餌料，郵便料などその事業収入による方がのぞましく，その方が公平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）でもある（地方の公共土木事業は：地方的収入による）ともしている。等価交
換と応益原則に立つ考え方が基本であるが，しかし，一方で，公道，橋，運
河などは私人の管理にまかせていると修理などほっておかれ，色々な不都合
も起り，とくに公道などは政府管理がのぞましいとして，フランスやシナ，
　　　　　　　　　　（16）アジアの例をあげている。
　また特定の商業部門たとえば貿易などを保護する諸施設については，　「特
別関税」などによるのがのぞましいが，貿易一般の保護は　「行政権力の義務
　　　　　　　（17）の欠かせぬ部分」とのべている。
　つぎに，教育のための公共施設整備についての国家の義務であるが，これ
は，国家収入や寄附財産による教師の生活の保証はのぞましくなく，民間の
授業料により入学も生徒の自由に任せる方が一般的にのぞましいなど，スミ
スにおける噛然的自由。の思想がここでは示されている（とくに12・3才
　　　　　　　　　　　　　　　　（18）以上の学生について強制教育を否定）。
　しかし，ここでスミスが，国家は教育施設をもたず干渉もしないでよいか
　（13）　「国富論」第5篇，第1章第2節，水田訳（下）183：頁以下。
　（14）　同上，176頁。
　（15）　同上，178頁。
　（16）　同上，181－182頁。
　　　なおその便宜が特定の場所あるいは地方に，限定されているばあい（たとえばロ
　　ンドンの街路）地方また州の行政機関の運営下において，地方または州の収入によ
　　って維持する方がのぞましいとして，地方税の応益性も主張している（同上183頁）。
　（1フ）　同上　379頁。
　（18）　同上　183～工88頁。
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と主張しているかというとそうではなく，ほぼ次の点を主張しているとみら
れるのである。すなわち
　（4）人々が社会的に必要な学問を身につけるように国家試験を行なうこと，
（m）人民大衆がほとんど全面的に腐敗したり堕落したりするのを防止するた
めに政府が多少とも注意を払う必要があること，　とくに，庶民，労働貧民
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）（labouring　poor）の教育の必要についてである。市民社会において「分業
が進展するにつれ，労働によって生活する人々の圧倒的大部分，すなわち人
民大衆の職業は，少数のごく単純な作業に，しばしば1つか2つの作業に，
　　　　　　　　　　（2e）限定されるようになる」とかれはいう。上流の少数者の知能は，未開社会と
は比べものにならないほど高度化されており，教育を受ける機会と能力にも
恵まれているが，市民社会の大部分を占める下層階級は，知的能力を失な
い，「自分の国の重大で広範な利害関係について，全然判断をくだすことが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（21）できず…戦時に自分の国を防衛することも同様にできない」というのであ
る。
　そこで，こういつた労働者大衆の教育を国家が公教育として受けもつべき
ことを強調する。そのために「国家は，教区または地区ごとに小さな学校を
設立し，わずかな授業料で教育を受けられるようにすべきである。その場合
1にも，教師を勤勉ならしめるためには，国家はその生活費の一部だけを負担
し他は授業料によるものとすること，学校で教えるべきことは，役に立たな
いラテン語ではなくて，読み書きと算術であり，幾何学と機械学の初歩であ
（22）
る」　というのである。ここでかれは，当時のマニュファクチャー，産業資本
家が利潤動機にもとづいて要求する平均的な賃労働者としての人間形成と，
私有財産を保護し，富者を貧者から守るための国防ならびに市民社会の秩序
維持の手段として大衆の教育を考え，これを私学と共に国家の任務としたと
（19）
（20）
（21）
（22）
高島，前掲書，341頁。
前掲「国富論」201頁，大内訳，l125－26頁。
同上201頁。
同上203頁，大内訳，l129頁。
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　　　　　　　（23）いうべきである。
　以上みたスミスの国家観は，基本的には，私有財産を保護し，市民社会秩
序を保持しつつ資本蓄積を促進す．るブルジョア的な要求のわく内で国家の必．
要を認めたといえるが，しかし，そこには，また一方で，道路，橋，教育そ
の他，人民ならびに社会の一般的利益＝シビルミニマムの保持のための国家
の役割を強調している点は注目される。
　以上みたスミスの国家観は，リカードをへたJ・S・ミルのばあいにも基
本的には同様であるが，古典派後期にぞくするミルは，スミス以上に国家機
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）能拡張への肯定を示している。かれはその主著「経済学原理」第5篇を政府
の及ぼす影響として財政論にあて，まず政府の一般的機能を政府にとっての
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）必然的機能と必ずしもそうでないとする随意的機能とにわけて検討し，その．
あとに収入論（租税論，公債論）を展開している。そのあと産業資本の要求
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）する「自由放任主義」を主張すべき根拠を第ll章で色々と展開したのち，そ
の限界にもふれている点が注目される。　ミルは，政府の役目が，自由放任派
の人々が主張するような生命・財産を暴力などから保護する事業だけでは不
十分野とし，その限界点ないし例外について，次のようなものをあげるので
（23）　なお，教育には，民族遺産の継承という任務があり，スミスも大局的にはこれを
　　考えていたとみられよう。
（24）　John　Stuart　Mill，　Principles　of　Political　Economy，　with　some　of　their
　　aPPIications　to　social　PhilosoPhy，1848戸田正雄訳「経済学原理」工～V（春
　　秋社，1939年）。
（25）　ミルは，政府の必然的機能（necessary　functions）を（1）政府の存立の条件であ
　　る歳入を挙げるために政府がとっている諸方策，②「財政」と「契約」という二大
　　問題について政府が定めている諸法律の性質，｛3）政府が一般的にそれによって法律
　　の執行を強制しているところの手段の組織，すなわち，裁判所の長所と欠点などと
　　して，その随意高機能　（optional　functions）つまり政府が行なうのが適当か否か．
　　に疑義があるもの，と区別している。J・Sミル戸田訳，前掲書，5－15頁，大矢
　　前掲書，84－5頁参照。
（26）　ミル，前掲書，242頁以下。政府の干渉がのぞましくない理由としてミルは，政
　　府の権柄的，専横的な性格，干渉そのものに費用がかかりこれを強制的に徴収する
　　こと，政府の権勢の増大，政府の仕事や責任の増大などをあげ，産業の民聞経営の
　　方がその事業に強い利害関係があって能率が高いことをあげ，原則的には自由放任
　　の立場に立っている。
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ある。すなわち，
　第（1）に教育に対する国家の干渉の必要（消費者の商品への欲望と判断を与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）　（28）えるために）と幼少者などの保護であり，②個人閻の永久的な契約の保証，
（3）道路・運河・鉄道などが個人の経営によるばあいの料金統制あるいは所有
　　　（29）の公有化，（4）利害関係者の要望の調整，たとえば労働時間短縮のための法的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）援助，無計画化する植民地の土地の処置，㈲貧民の救済（救貧法）とイギリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）ス植民政策，植民制度を計画的にするための干渉，⑥その他として，地理的
　　　　　　　　　　　　（32）・科学的探険・学問の奨励，私営を適当とする場合でも，私営者がおらない
ような道路・船渠・港湾・運河・灌概工事・病院・学校・印刷所などは，政
府が援助ないしはこれを行なうべきこと，そして社会の暴力，犯罪を禁止処
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）　（34）罰し，人間の自然能力を開発し浪費を少なくさせる任務，などをあげており，
古典派後期におけるナショナル＝シビル・ミニマム維持の強調と社会改良主
義的な側面きえみられることである。しかし，それらも基本的には，再生産
を維持し，経済発展ないし富の増進と調和する範囲内での改良であったとみ
られる。
　以上の例でみるように，古典学派の国家観において特長的なものについて
整理してみると，
　（1）自由主義的な経済の自然的秩序ならびにその外わくを維持・保障する国
家の対外的・対’内的機能が，富める階級とかれらの私有財産の保護のために
（27）　ミル，前掲書，262頁～273頁。
（28）　同上，274頁。
（29）同上，275－278頁。同上303頁のこういつた資本の再生産の一般的条件を維持す
　　る公共事業に対しては，スミス以上の政府の干渉の強化をみとめている点も注目さ
　　れる。1
（30）同上，2フ9－28S頁。
（31）同上285－298頁。
（32）同上299－302頁。
（33）　同上304一・6頁。
（34）前掲，大矢，86頁，IO8頁，それは，古典派からつぎの帝国主義の時代に移る一
　時的な「時代の姿」でもあったとされているが，やはり，古典派的考え方のもつ国
　家の本質についての今一つの側面を示していたというべきではなかろうか。
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　　　　　　　　　　　　　　　（35）最低限必要とみなされていたこと。
　（2）生産力を増進し，資本蓄積を促進するに貢献するとみられる限りでの国
家の介入＝国家経費の容認。
　の2側面が基調をなしていたとみられ，それは「自由競争」をたて前とす
る資本主義社会における「調和的」な国家観の限界を示すものではあったが，
同時に，
　⑧重商主義政策批判を通じて軍事費など　（同時に不生産的公債を排撃）の
：不生産性を主張しその歴史的限界を明らかにしたこと。
　（4）当時の市民社会における人民大衆の一般的利益＝シビル・ミニマム，実
現をも同時に主張している。
　などの点において，その国家把握，いいかえれば，土台と上部構造の接点
の矛盾とその問題点を正しく把握していた側面がつよくみられたというべき
である。
　以上のような古典派における国家把握にもとつく財政論が，「資本論」執
筆を中心としたマルクスの考え方の中に，どのように批判的に摂取されたの
か，次にそのことが検討されてゆかねばならない。
（35）　したがって以上の例でみる限り，古典派における国家の階級的性格への視点は明
　　白であと共に，また，たとえば，社会的分業および再生産め　一ma的条件をなし，
　　（市民的）私有財産としての一定の土地（ひろくは領土），自然環境などを国家が
　　保護し，保障すべきことは当然の前提とされていたというべきであろう。
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